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子育て世帯への支援

出典：財政制度等審議会

「令和５年度予算の編成等

に関する建議」（2022年11

月29日）を一部改変
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支援が手薄
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岸田総理からの御指示（１月６日）

○こども政策の強化について、検討を加速するため、本年４月のこども家庭庁の発足を待たず、小倉大臣の下

で、一昨日の伊勢の会見で示した３つの基本的方向性に沿って検討を進め、３月末を目途に、具体的なたた

き台をとりまとめていただきたい。

（参考）対策の基本的な方向性

１）児童手当を中心に経済的支援を強化すること。

２）学童保育や病児保育を含め、幼児教育や保育サービスの量・質両面からの強化を進めるとともに、伴走

型支援、産後ケア、一時預かりなど、全ての子育て家庭を対象としたサービスの拡充を進めること。

３）働き方改革の推進とそれを支える制度の充実を図ること。女性の就労は確実に増加した。しかし、女性

の正規雇用におけるＬ字カーブは是正されておらず、その修正が不可欠である。その際、育児休業制度の

強化も検討すること。

○検討に当たっては、小倉大臣の下に関係省庁と連携した体制を組むとともに、学識経験者、子育て当事者、

若者をはじめとする有識者から、広く意見を聞き、大胆に検討を進めてもらいたい。節目節目で、自分も直

接、話を聞く。よく相談していきたい。

○小倉大臣によるたたき台の内容を踏まえ、４月以降、自分（総理）の下で更に検討を深めるとともに、こど

も家庭庁においてこども政策を体系的にとりまとめつつ、６月の骨太方針までに将来的な子ども予算倍増に

向けた大枠を提示する。
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令和5年2月24日
全世代型社会保障構築会議
こども家庭庁設立準備室資料

３



© The Tokyo Foundation for Policy Research

All rights reserved.

出典：「こども・子育て政
策の強化について（試
案）（説明資料）」こども
未来戦略会議第１回配
布資料
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令和５年度 こども家庭庁予算の全体像

令和４年度予算額 令和５年度予算額
前年度増減
（対前年度比）

一般会計＋

年金特別会計
（子ども・子育て支援勘定）

４兆６，８７１億円 ４兆８，１０４億円
＋１，２３３億円

（＋２.６％）

（主な増加要因）

・出産子育て応援交付金 ＋３７０億円

・保育士等の処遇改善 ＋５６４億円

・受け皿整備等に伴う保育所等運営費等の増加（事業主拠出金等） ＋５５４億円

うち、人事院勧告（＋２．１％）の反映（保育士等） ＋３２３億円

うち、処遇改善（＋３％）の満年度化（保育士、放課後児童クラブ、障害児等） ＋２４１億円

うち、企業主導型保育の増 ＋２４１億円

うち、新子育て安心プランに基づく保育所等の増 ＋２０９億円

うち、放課後児童クラブの増 ＋１０４億円

（注）上記の主な増加要因のほか、出生数の減少等に伴う児童手当の減少（▲３８９億円）等を反映している。

（参考）上記のほか、育児休業給付（労働保険特別会計） ７，６２５億円（＋３２５億円、令和４年度：７，３００億円）

出典：財務省資料
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令和５年度 こども家庭庁関連予算のポイント
こどもの視点に立った司令塔機能の発揮、

こども基本法の着実な施行
結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる

社会の実現、少子化の克服

○ 地域少子化重点推進交付金 ＜１０億円＞

【妊娠期から子育て期の包括的な切れ目のない支援】
○ 出産・子育て応援交付金 ＜３７０億円＞
○ 母子保健衛生費補助金 ＜１２２億円＞
・ 産後ケア事業の利用料減免導入

・ 低所得妊婦への初回産科受診料支援

【高等教育の無償化】
○ 大学等就学支援費 ＜５，３１１億円＞ 等

全てのこどもに、健やかで安全・安心に成長できる
環境を提供する

【総合的な子育て支援】
○ 児童手当 ＜１兆２，１９９億円＞
○ 子どものための教育・保育給付等 ＜１兆５，９６６億円＞
・保育士等の処遇改善や保育所等の受け皿整備に伴う利用児童数増 等

○ 子育てのための施設等利用給付交付金 ＜１，０４２億円＞

○ 地域子ども・子育て支援事業 ＜２，０１９億円＞
・放課後児童クラブの処遇改善や受け皿整備に伴う登録児童数増

○ 仕事・子育て両立支援事業（企業主導型保育等）＜２，０９０億円＞

○ 保育対策事業費補助金 ＜４５７億円＞
・スポット支援員配置の創設、未就園児の預かりモデル事業

○ 就学前教育・保育施設整備交付金 ＜２９５億円＞等

【こどもの安全・安心】
○ 学校・保育所の災害給付 ＜２０億円＞等

成育環境にかかわらず誰一人取り残すことなく
健やかな成長を保障する

○ 児童福祉事業対策費等補助金 ＜２１２億円＞
・未就園児等全戸訪問・アウトリーチ支援事業

○ 母子家庭等対策費補助金 ＜１６３億円＞

○ 次世代育成支援対策施設整備交付金 ＜６７億円＞
○ 地域におけるいじめ防止対策の体制構築 ＜２億円＞
○ 里親・児童養護施設等措置費 ＜１，３９２億円＞
○ 児童扶養手当 ＜１，４８６億円＞
○ 障害児入所給付費等 ＜４，５３７億円＞

等

当初予算：４億円 当初予算：５，８５４億円

当初予算：３兆４，１６５億円 当初予算：７，８８１億円

出典：財務省資料を一部改変

○ こども大綱の策定・推進
○ こども基本法・児童の権利に関する条約の普及啓発
○ こどもの意見聴取と政策への反映
○ こども政策に関するデータ・統計とEBPMの充実
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児童手当増額だけが少子化対策なのか？

年初来、所得制限の撤廃論議が盛んに

• 所得制限（主たる稼得者の年収約960～1200万円：月5000円、約1200万円以

上：不支給）の撤廃・・・約1500億円の歳出増

• 支給対象を高校生まで引上げ・・・約4000億円の歳出増

• 多子世帯について第２子以降の増額・・・約3兆円の歳出増

➢所得制限が、子育て世帯を「分断」しているのか？ その客観的証拠は？

➢それだけが少子化対策といえるのか？

参考：土居丈朗「児童手当の所得制限は撤廃すべきなのか」

https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4204
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子ども・子育て拠出金

➢「こども予算倍増」の財源になりえるか？

事業主拠出のみ

（被保険者本人負担なし）

事
業
主

年金特別会計
子ども・子育
て支援勘定

○児童手当
○地域子ども・子育て支援事業
・放課後クラブ
・病児保育
・延長保育
○仕事・子育て両立支援事業
・企業主導型保育事業
・企業主導型ベビーシッター
利用者支援事業

等
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財源論の要諦

➢全世代でこども予算の増加分の財源を負担する（他の社会保障
で給付と負担の世代間格差が大きいため、現役世代に負担が偏
らないようにする）

➢保険料を用いるなら、できる限りリスクに見合ったものにする
（保険料であるからには、保険原理を意識する。「子育て」は
どういうリスクなのか？）

•税財源のうち、所得税は現役世代が主に負担

• 「子育て」にまつわるリスクに直面するのは現役世代だから、保険料
を徴収するとなれば、現役世代だけとなる!?
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消費税を忌避することで矛盾が拡大

• こども予算には、保険原理（リスクに見合った負担）になじまない歳出が
多い

• 「子育て」にまつわるリスクに直面しない高齢者に対して、保険料の負担
を求める論理が成り立たない

•税財源は、リスクと直接関係なく、所得再分配の観点から、世代間や世
代内の所得格差是正のための歳出に用いるのに向いている

•消費税は、全世代が偏りなく負担

•消費税は、税率1％で3兆円弱の財源が確保できる
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